
-45- 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 整備保全計画の実現に向けて 
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第５章 整備保全計画の実現に向けて 

５．１ 基本方針及び分野別方針 

本計画の基本方針と分野別方針を以下に示します。 
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５．２ 整備保全計画の今後の対応 

本計画の今後の対応について、PDCA サイクルモデルで構築し、今後を見据えた計画となるよう

に推進します。 

 

 

 

５．２．１ 計画的保全の推進 

これまで、人口の増加に伴い集中的に整備された教育施設については、整備後 30 年以上経過し

た施設が約 6 割も占め、今後急速に老朽化が進行することが予想されることから、これまで以上

に教育施設の安全・安心の確保を第一に考え、計画的に保全していく必要があります。 

教育施設では、予防保全の考えを取り入れ、定期点検により施設機能・性能の劣化の有無やそ

の兆候を把握しながら、適切な対処を行うことで、故障や不具合、事故等を未然に防止する対策

を講じるとともに、中長期的な視点に立った計画的な保全を推進します。 

 

５．２．２ 集約化・複合化の推進 

教育施設の集約化・複合化を推進するため、施設が老朽化して建替えが必要となった場合や大

規模改修（長寿命化改修）を行う場合には、複数施設の合築や、既存施設の余剰スペースの活用

を検討します。 

施設の集約化は、例えば、今後の人口減少に伴って児童生徒数が減少する学校教育施設におい

て、建替えの時期に 2 棟あった建物を 1 棟に集約することや、学校の適正配置を検討する中で、

2 校を 1 校に集約することが考えられます。 
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施設の複合化は、用途が異なる施設（機能）において共用スペースを相互に利用できるなど、

施設を無駄なく有効活用することで、既存の機能を維持しながら施設総量の削減が可能となりま

す。 

単独施設の建替えと比較すると、建設コストや維持管理・運営コストの削減、未利用施設跡地

の有効活用、複数のサービス提供による利便性向上、多世代交流の創出等の相乗効果が期待でき

ます。 

実際の複合化にあたっては、施設の配置状況や機能の親和性に配慮し、組み合わせ等の検討を

進めます。しかし、不特定多数が利用する機能と学校教育施設等の複合化については、児童生徒

の安全対策の検討が不可欠となります。 

機能の親和性と期待される効果、配慮すべき事項を整理し、複合する機能は当該施設だけでな

く周辺施設とのバランスも踏まえて検討を進めます。 

 

５．２．３ 民間活力導入等の推進 

「大分市 PFI 等導入推進指針」に基づき、①公共施設の整備事業費が 10 億円以上、②維持管

理・運営費が単年度で 1 億円以上のものについては、民間活力（PPP/PFI 事業等）の導入を推進し

ています。従来手法による施設整備のみならず、今後の運営を含めた民間の創意工夫やノウハウ

を取り入れることによる効果を検証し、より効果的な事業手法を検討しています。 

 教育施設においても、地域性や近隣の施設状況、集約化や複合化の適正、当該施設の維持管理

の手法等を踏まえ、施設の保全と財政の健全化の両立を図りながら、施設保有量の最適化等につ

ながることが期待されます。 

 また、将来的に財政負担の軽減が見込まれれば、保有量の削減を経ず、社会的要求に応える施

設を整備することが可能となります。 

 

５．２．４ 財政負担平準化の推進 

今後は改修・更新時期が一斉に到来し、財政負担が集中することを避けるため、中長期計画に

おいて、大規模改修（長寿命化改修）や建替え等の更新時期を分散させることで、財政負担の平

準化に努めます。 

特に、教育施設では、建物改修フローに準じて各施設の改修方針を詳細に定め、その上で、施

設の築年数や維持管理コスト等を総合的に勘案し、優先順位を設定して取り組みます。 

  



-50- 

 


